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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管第２７８２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１５年３月１３日

　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県土整備部長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(公印省略)
　
　
　　　　　産業廃棄物の処理に係る税に関する設計積算の取扱い
　　　　　及び現場説明書の改正について(通知)
　
　
　  平成15年4月1日より、鳥取県産業廃棄物処分場税条例が施行され、県
　内最終処分場へ搬入する産業廃棄物について、トン当り1,000円が課税され
　ます。
　  また、同様に他のいくつかの自治体においても類似した条例が施行、又は
　今後施行される予定です。
　  ついては、産業廃棄物の処理に係る税の計上が必要な場合の設計積算につ
　いて、別紙のとおり取扱いを定めましたので通知します。
　
　
　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H15.3.13
（別紙）

　産業廃棄物の処理に係る税に関する積算上の取扱について
　
１  産業廃棄物の処理に係る税(以下｢産廃税｣という。)の概要(鳥取県の例)
(１)　目的：産廃処理施設の設置促進、産廃の発生抑制、再生その他適正な
　　　　　　処理に関する施策に要する費用に充てるため。
(２)　納税義務者：県内の最終処分場に産廃を搬入する排出事業者又は中間
　　　　　　　　　処理業者。
(３)　課税標準：搬入重量
(４)　税率：1,000円／トン
(５)　徴収方法：県内最終処分業者による特別徴収
(６)　施行日：平成15年４月１日
　　※注　岡山県、広島県については鳥取県とほぼ同様な内容であるが、今後施行される自治体を
　　　　含むその他自治体については内容が異なる場合があるので、その都度確認を行うこと。
　
２  中国３県(鳥取,岡山,広島)の処理施設へ搬入する場合の積算における取扱
　　産業廃棄物(建設廃棄物)が発生する工事のうち、中国３県の最終処分場
　へ搬入する建設廃棄物については、産廃税が課税される場合があるので、
　課税対象について確認の上、設計において産廃税相当額を計上すること。
　なお、積算の方法は以下によること。
　
(１)　廃棄物の処分を行う場合は、運搬距離、処分費及び産廃税の有無等に
　　ついて、確認・検討した上で処分施設の選定を行うこと。(産廃税は県外
　　への産廃排出を推進するものではないため、県内処理施設と県外処理施設
　　で経済比較を行う場合は、産廃税相当額は除いたもので行うこと。)
(２)　産廃税相当額の計上及び条件明示については、以下のとおり行うこと。
　(計上方法) 
　・　産廃税相当額は、現場管理費として計上する。
　・　産廃税相当額は、諸経費の対象外とし、消費税の対象とする。
　　　　※　なお、上記については新土木積算システムに機能付加される予定である。
　　　　　システムの使用にあたっては、別途送付するマニュアルを参照のこと。
　

　　
　
　(積算条件明示の方法)
　　産廃税相当額の計上にあたっては、現場説明書特記事項に次のように
　条件明示すること。
　『(産業廃棄物の処理に係る税)  産業廃棄物の処理に係る税に相当する
　　　　　　　　　　　　　　額を、             円見込んでいる。』
　
(３)　平成15年４月１日以前に発注した工事について
　　　条例施行前に発注した工事においても、条例施行後に該当施設へ搬入
　　する場合は産廃税の計上を行う必要があるので注意すること。なお、計
　　上にあたっては、産業廃棄物管理票(マニフェスト)により、搬入された
　　日が条例施行後であることの確認を行うこと。
　



(４)　その他(中間処理業者等へ搬入する場合の取扱い)
　　　中間処理業者へ搬入する場合については、従前どおり受入費のみを計
　　上することとする。(中間処理業者が受入れたもののうち、処理不可能な
　　ものが産廃税条例を施行した自治体の最終処分場へ搬入される場合、産
　　廃税の負担によるコスト増分が従来の受入費に上乗せされる場合がある
　　が、それを含めて受入費として扱うこと。)
　
３  中国３県以外の処理施設へ搬入する場合の積算における取扱
　　中国３県以外の自治体の処理業者へ搬入する場合は、条例内容が異なり、
　中間処理業者への搬入についても課税されるなど様々なケースがあり得る
　ので、必ず確認の上適切に積算を行うこと。
　　積算については、２(中国３県の場合)に準じて取扱うこと。
　
　(参考)
　・現時点で産廃税に関する条例が施行(又は施行予定)の自治体
　　　三重県(平成14年4月1日施行)
　　　鳥取県,岡山県,広島県(平成15年4月1日施行)
　　　青森,岩手,秋田(平成16年1月施行予定)
　　　新潟県(平成16年4月施行予定)
　　　北海道(未定)
　　　滋賀県(未定)
　
　
４　その他注意事項
(１)　課税免除等
　　　自社処分については課税されないなど、各自治体毎に課税免除の定め
　　がある場合があるので、必ず条例内容を確認すること。
　　　なお、自社処分とは排出事業者(県発注の工事においては請負者)が工
　　事において発生した未処理産業廃棄物を、自ら設置する最終処分場にお
　　いて埋立処分するために搬入することをいう。
　　　(参考)
 　　　中国3県(鳥取、岡山、広島)の自社処分の取扱い
　　　　・　鳥取県及び広島県は自社処分に関して課税しない。
　　　　　　　→　産廃税の計上は不要。
　　　　・　岡山県は自社処分に関しても課税を行う。
　　　　　　　→　産廃税の計上が必要。
(２)　見積徴収時の注意点について
　　　産業廃棄物の受入に関する見積を徴収する場合は、次のとおりとする。
　　　①特別徴収義務者である処理業者より見積を徴収する場合
　　　　・　消費税抜きの処分費の見積を徴収し、その際必ず産廃税相当額
　　　　　　を含まないものであることを確認すること。（積算の際は別途産
　　　　　　廃税相当額を計上のこと。）
　　　②その他の処理業者より見積を徴収する場合
　　　　・　消費税抜きの処分費の見積を徴収すること。(その際の処分費に
　　　　　　は、産廃税相当額の上乗せ分が含まれることがあるが、それを
　　　　　　含めて処分費とする。)
　　　　(例) 
　　　　　　鳥取県において中間処理業者から見積を徴収する場合
　　　　　　　見積価格：Ｃ円／トン (ただし、Ｃ＝ａ＋ｂ、消費税抜き)
　　　　　　　　ａ：従来の産廃処分費
　　　　　　　　ｂ：産廃税条例施行に伴う増加費用(受入たもののうち、リ
　　　　　　　　　　サイクル不可能で産廃税条例施行自治体内の最終処分場へ
　　　　　　　　　　搬出された場合に必要となる税相当額を価格に反映させた
　　　　　　　　　　もの)
(３)　産廃税が課税される場合の産業廃棄物の重量換算について
　　　産廃税相当額はトン当りで計上する必要があるため、業者からの見
　　積価格がｍ3当りの単価であった場合は、重量に換算してトン単位で計
　　上すること。なお、既に取り壊されるなどして実重量の算出が困難な
　　もの(ゴムくず、木くず等)については、鳥取県産業廃棄物処分場税条例
　　施行規則別表の換算係数を使用し、単位をトンに換算し計上すること。
　
　
　
　



 



　
　



　



　


